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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第95期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第94期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 34,751 149,274

経常利益（百万円） 2,126 10,525

四半期（当期）純利益（百万円） 1,210 6,290

純資産額（百万円） 53,274 53,337

総資産額（百万円） 108,846 109,310

１株当たり純資産額（円） 463.02 463.16

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
10.70 54.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
10.70 54.37

自己資本比率（％） 48.1 47.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,150 11,949

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,018 △3,288

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,329 △8,362

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
4,759 5,069

従業員数（人） 3,427 3,347

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．上記売上高には、消費税等は含まれていない。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 3,427 (1,128)

（注） １．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載している。

２．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いている。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,025  

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

バルブ事業（百万円） 21,514

伸銅品事業（百万円） 12,142

サービスその他の事業（百万円） －

合計（百万円） 33,657

　（注）１．上記金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。

(2）商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

バルブ事業（百万円） 1,220

伸銅品事業（百万円） 242

サービスその他の事業（百万円） 418

合計（百万円） 1,882

　（注）１．上記金額は仕入価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。

(3）受注状況

　当社及び連結子会社は見込生産を主体としており、一部特殊仕様の製品について受注生産を行っていますが、その

売上高に占める割合は僅少であります。

(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

バルブ事業（百万円） 22,741

伸銅品事業（百万円） 9,828

サービスその他の事業（百万円） 2,180

合計（百万円） 34,751

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。
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２【経営上の重要な契約等】

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

(1) 経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格や原材料市況のたび重なる上昇や米国経済の減速など

により、企業収益および設備投資への影響が懸念されるところとなりました。

　このような状況の中、当第１四半期は、バルブ事業において国内市場、海外市場ともに減収となった他、伸銅事業にお

いても減収となった結果、売上高は347億51百万円となりました。

　損益面では、売上高が減収となったことに加え、原材料価格等の高騰の影響や当期より見直された棚卸資産の収益性

の低下に基づく簿価切下げの影響もあり、営業利益は22億43百万円、経常利益は21億26百万円、四半期純利益は12億10

百万円となりました。

　なお、当社が平成14年から同17年に販売した黄銅製差込継手（総販売個数約98万個）の一部について、当初予想され

なかった腐食環境下で使用されたことによる漏水事故が発生し、現在予防的交換工事を行っており、当第1四半期にお

いても工事費用見込額15百万円（計上額累計9億28百万円）を計上しました。これにより交換工事完了分を含め、費用

計上したものは、総販売個数の22％となります。

（事業の種類別セグメント） 

① バルブ事業

　バルブ事業の外部売上高は、建築基準法の改正に伴う手続きの遅れなどによる住宅・ビル着工の減少の影響や半導

体製造装置向けの落ち込みにより227億41百万円となりました。営業利益は販売量の減少や原材料その他の上昇に加

え、棚卸資産の収益性の低下に基づく簿価切下げによる損失の計上もあり28億36百万円となりました。

② 伸銅品事業

　伸銅品事業の外部売上高は、販売量の増加は見られたものの販売価格の下落により98億28百万円となりました。ま

た、営業利益は売上高の減少などにより2億10百万円となりました。

③ サービスその他の事業

　サービスその他の事業の外部売上高は、フィットネス事業が新店舗の営業開始により増加しましたが全般的に厳し

い状況で推移し、ホテル事業においても宿泊客が減少したことにより21億80百万円となりました。また、ホテル事業

における減収などにより、サービスその他の事業の営業損益は4百万円の営業損失となりました。

（所在地別セグメント） 

① 日本

　日本における外部売上高は、住宅・ビル着工の減少の影響や半導体製造装置向けの落ち込みや、伸銅品事業の減収

により303億33百万円となりました。また、営業利益は、主にバルブ事業の減益により23億63百万円となりました。

② 北米

　北米における外部売上高は、プラント設備向けバルブの売上が増加しましたが為替の影響により円換算額が目減り

し、17億3百万円となりました。また、営業利益は、プラント設備向けバルブの売上高の増加により2億17百万円となり

ました。

③ アジア

　アジアにおける外部売上高は、台湾子会社で減収となった他、円高の進行により円換算額が目減りし22億73百万円

となりました。また、営業利益は、原材料市況の高騰や中国における元高の影響もあり減益となったため、3億90百万

円となりました。

④ ヨーロッパ

　ヨーロッパにおける外部売上高は、プラント設備向けバルブの売上高が減少し4億40百万円となりました。また、営

業利益は売上高の減少などにより34百万円となりました。 
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(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、保有有価証券の時価の上昇による増加はありましたが棚卸資

産の減少などにより、前連結会計年度末に比べ4億63百万円減少し1,088億46百万円となりました。負債につきまして

は、長期借入金の返済などにより、前連結会計年度末に比べ4億円減少し555億71百万円となりました。

　純資産の部は、当第１四半期の純利益は12億10百万円となりましたが、配当金の支払いによる繰越利益剰余金の減少

や、為替換算調整勘定の減少により前連結会計年度末に比べ63百万円減少し532億74百万円となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ3億10

百万円減の47億59百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前四半期純利益が21億14百万円、減価償却費が8億57百万円となり、一方、国内における法人税等の支払

増加により、営業活動によるキャッシュ・フローは、21億50百万円の資金の増加となりました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

　バルブ事業を中心に9億87百万円の設備投資を行い、投資活動による資金の減少は10億18百万円となりました。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　長短借入金を調達する一方、長期借入金を返済し有利子負債を4億44百万円圧縮しました。また、配当金の支払もあ

り、財務活動による資金の減少は13億29百万円となりました。

　（注）1.  当社では短期の運転資金需要の発生に備え、当社取引銀行によるシンジケート団との間で総額80億円の短

　　　　　　期借入金に関するコミットメントライン契約を締結しております。当第１四半期連結会計期間末における

　　　　　　当該借入金の残高はありません。

　　　  2.  当社は、平成18年9月27日に200億円を限度とする社債の発行登録を行い、平成18年10月26日に第1回無担保

            社債60億円（期間5年）を発行しております。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、3億84百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

① 経営成績に重要な影響を与える要因

　海外の生産拠点及び販売地域における情勢の変化が製品・部品供給、販売等に影響を及ぼす可能性があること、ま

た、国内バルブ売上が民間設備投資に左右される傾向があること、そして、各種金属素材市況の急騰による材料調達

への影響や価格転嫁の遅れ、などが影響を与える要因です。

② 経営戦略の現状と見通し 

　当社は、世界に目を向けた更なる成長と高収益体質で企業価値の持続的な向上を目指すべく、2010年度末を目標と

する中期経営計画「新Target2010」を策定いたしました。経営戦略としては、バルブ・流体周辺事業、伸銅品事業及

びサービス事業をキッツグループの基幹事業と定め、世界市場に目を向けた事業展開を進めるものです。

  バルブ事業セグメントでは、販売戦略として、世界トップ３の売上高を、生産戦略として、世界で戦える品質・納

期・コストを、開発戦略として、新商品の開発と開発品質の向上を、そしてＭ＆Ａ戦略として、シナジーの高い会社、

グローバルな会社及び当社にない技術・商品を持つ会社の買収を目指してまいります。

　また、伸銅品事業セグメントでは、シェアの向上と高収益を、そして、サービス事業セグメントでは、地域

Ｎｏ．１のサービスで高収益を目指してまいります。

　「中期経営計画」では、当該計画に基づく諸施策について、引き続きグループで目標達成に向け推進してまいりま

す。
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(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

① キャッシュ・フロー

　当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは21億50百万円の収入となりました。投資活動

によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得によりほぼ前期並みの10億18百万円の支出となりました。財務

活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により13億29百万円の支出となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローが、主に有形固定資産の取得、借入金の返済及び配当金の支払い等に充てられ

た結果、第１四半期末における現金及び現金同等物の残高は47億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ3億10百

万円の減少となりました。

 

② 資金調達

　当社グループは、キャッシュ・マネジメント・システムにより資金効率を最大化するとともに、主要取引銀行とコ

ミットメントライン契約を締結しており、現在必要とされる資金の水準を十分に満たす流動性を保持しておりま

す。

(8）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。平成19年５月に策定いたしました「新TARGET2010」の基本戦略に沿って中期経営計画の最終年度目標を

達成するための諸施策を実行してまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 120,396,511 120,396,511 東京証券取引所（市場第一部） －

計 120,396,511 120,396,511 － －

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び同条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

（平成16年６月29日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権の数（注１）　 640 個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 640,000  株

新株予約権の行使時の払込金額（注２） 492  円

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成21年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額

発行価格

資本組入額

492

246

 円

 円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は普通株式1,000株である。

　２．譲渡価額を記載している。なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払

込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使により

新株を発行する場合は除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

   
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

 調整後払込金額＝ 調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとする。さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い

本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る払込金額の調整を行う。
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　３．権利行使時においても当社の取締役、監査役、執行役員及び従業員、当社子会社の常勤取締役及び常勤監査役

並びに平成16年４月１日をもって分社した子会社２社の従業員のいずれかであること。

　但し、取締役、監査役及び執行役員が解任によらずして退任する場合、従業員が定年退職する場合、セカンド

キャリア制度に定める選択定年コースの規定により退職する場合及び会社都合により当社の子会社または

その他の法人及び団体等へ転籍する場合は権利を行使することができる。

　権利の譲渡、相続、退職後の権利行使の可否その他、権利行使の条件は、平成16年６月29日開催の第90回定時

株主総会及びその後の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成20年４月１日～　

平成20年６月30日　
－ 120,396 － 21,207 － 5,715

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,279,000 － －

完全議決権株式（その他）（注） 普通株式 112,044,000 112,044 －

単元未満株式 普通株式 1,073,511 － 1単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数  120,396,511 － －

総株主の議決権 － 112,044 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数3個）含まれてい

る。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社キッツ 千葉市美浜区中瀬1－10－1 7,279,000 － 7,279,000 6.0

計 － 7,279,000 － 7,279,000 6.0

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 631 629 709

最低（円） 555 536 520

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,759 5,069

受取手形及び売掛金 27,507 27,549

製品 6,659 6,809

原材料 6,638 6,969

仕掛品 5,313 5,177

その他 4,055 3,897

貸倒引当金 △44 △40

流動資産合計 54,889 55,432

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 15,013 15,274

土地 11,532 11,634

その他（純額） 13,910 14,052

有形固定資産合計 ※1
 40,456

※1
 40,961

無形固定資産 647 658

投資その他の資産 ※4
 12,851

※4
 12,257

固定資産合計 53,956 53,877

資産合計 108,846 109,310

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,443 6,499

1年内償還予定の社債 2,648 2,648

短期借入金 5,324 4,681

1年内返済予定の長期借入金 8,119 6,677

未払法人税等 1,016 1,624

賞与引当金 2,600 1,740

役員賞与引当金 104 108

その他 5,026 5,058

流動負債合計 31,281 29,038

固定負債

社債 8,842 8,842

長期借入金 10,824 13,398

退職給付引当金 333 343

役員退職慰労引当金 368 360

その他 3,921 3,989

固定負債合計 24,289 26,933

負債合計 55,571 55,972
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 21,207 21,207

資本剰余金 9,488 9,488

利益剰余金 22,669 22,364

自己株式 △2,398 △2,395

株主資本合計 50,967 50,664

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,312 1,754

為替換算調整勘定 △905 △26

評価・換算差額等合計 1,406 1,727

少数株主持分 899 945

純資産合計 53,274 53,337

負債純資産合計 108,846 109,310
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 34,751

売上原価 27,456

売上総利益 7,294

販売費及び一般管理費 ※1
 5,050

営業利益 2,243

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 79

為替差益 56

その他 70

営業外収益合計 213

営業外費用

支払利息 172

売上割引 84

その他 74

営業外費用合計 331

経常利益 2,126

特別利益

有形固定資産売却益 1

その他 0

特別利益合計 1

特別損失

有形固定資産除売却損 12

その他 0

特別損失合計 13

税金等調整前四半期純利益 2,114

法人税等 ※2
 908

少数株主損失（△） △5

四半期純利益 1,210
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,114

減価償却費 857

賞与引当金の増減額（△は減少） 868

退職給付引当金の増減額（△は減少） △62

受取利息及び受取配当金 △87

支払利息 172

売上債権の増減額（△は増加） △325

たな卸資産の増減額（△は増加） △80

その他の流動資産の増減額（△は増加） △93

仕入債務の増減額（△は減少） 274

その他の流動負債の増減額（△は減少） 214

その他 89

小計 3,940

利息及び配当金の受取額 85

利息の支払額 △202

法人税等の支払額 △1,673

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,150

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △987

有形固定資産の売却による収入 6

投資有価証券の取得による支出 △10

その他 △27

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,018

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 767

長期借入れによる収入 150

長期借入金の返済による支出 △1,361

配当金の支払額 △904

その他 19

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,329

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △310

現金及び現金同等物の期首残高 5,069

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,759
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更

（1）連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、㈱キッツウェルネス仙台は㈱キッツウェルネスと合併（合

併日 平成20年４月１日）したため、また、TOYO VALVE (THAILAND) CO.,LTD.は前

 連結会計年度において清算したため、連結の範囲から除外している。

（2）変更後の連結子会社の数

28社

２．会計処理基準に関する事項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法

によっていたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算定している。これにより、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期

純利益は、それぞれ434百万円減少している。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。

（2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な

調整を行っている。これによる影響は軽微である。

（3）リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっていたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始す

る連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに

伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用している。これによる影響はない。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用している。

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

  棚卸資産の評価方法　

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年

度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっている。　
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

税金費用の計算　

税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。なお、法

人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。

追加情報

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、従来、耐用年数を12～13年としてい

たが、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行い、７～12年に変

更している。これにより、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それ

ぞれ38百万円減少している。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

55,084百万円 54,696百万円

　２　偶発債務

　　　当社社員の住宅資金借入金に対する債務保証　

　２　偶発債務

　　　当社社員の住宅資金借入金に対する債務保証　

96百万円 99百万円

　　　受取手形の債権流動化による譲渡高 　　　受取手形の債権流動化による譲渡高 

1,474百万円 1,407百万円

　　　差入保証金の流動化による譲渡高　 　　　差入保証金の流動化による譲渡高　

123百万円 125百万円

　３．受取手形割引高 200百万円 　３．受取手形割引高 194百万円

※４　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額　 ※４　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額　

      投資その他の資産 380百万円       投資その他の資産 373百万円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りである。

給与手当 1,201百万円

賞与引当金繰入 352 

退職給付費用 129 

役員退職慰労引当金繰入 12 

   

※２．法人税等　

法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額につい

ては、一括して法人税等として記載している。　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 4,759百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 4,759百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  120,396千株

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 7,283千株

　３．配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年５月30日
取締役会

普通株式 904 8  平成20年３月31日  平成20年６月12日
利益剰余

金

（リース取引関係）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高が前

連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

（有価証券関係）

有価証券については、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められるものがないため、記載しておりません。

（デリバティブ取引関係）

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間においては該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
バルブ事業
（百万円）

伸銅品事業
（百万円）

サービスそ
の他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 22,741 9,828 2,180 34,751 － 34,751

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
124 1,068 5 1,199 (1,199) －

計 22,866 10,897 2,186 35,950 (1,199) 34,751

営業利益又は営業損失（△） 2,836 210 △4 3,042 (798) 2,243

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称

(1）当社の事業区分は、製品系列及び事業の業態により行っている。

(2）各事業区分の主要な製品又は事業の内容

事業区分 主要製品又は事業名

バルブ事業 青銅バルブ、鉄鋼バルブ、その他バルブ関連製品、フィルター関連製品

伸銅品事業 伸銅品、伸銅加工品

サービスその他の事業 ホテル及びレストラン事業、フィットネスクラブ、ガラス工芸品の販売

２．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、バルブ事業で402百

万円、伸銅品事業で31百万円減少している。

３．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、従来、耐用年数

を12～13年としていたが、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行い、７

～12年に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、バルブ事業で１

百万円、伸銅品事業で36百万円、サービスその他の事業で０百万円それぞれ減少している。
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
30,333 1,703 2,273 440 34,751 － 34,751

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
992 0 3,271 99 4,363 (4,363) －

計 31,326 1,703 5,545 540 39,115 (4,363) 34,751

営業利益 2,363 217 390 34 3,006 (762) 2,243

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米　 ……… 米国

(2）アジア ……… 台湾、タイ、中国

(3）ヨーロッパ ……… スペイン

３．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本で406百万円、

北米で0百万円、アジアで26百万円それぞれ減少している。

４．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、従来、耐用年数

を12～13年としていたが、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行い、７

～12年に変更している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本で38百万円

減少している。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 1,973 3,450 1,248 6,672

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 34,751

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 5.7 9.9 3.6 19.2

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次の通りである。

(1）北米　 … 米国、カナダ

(2）アジア … 台湾、中国、タイ、インドネシア、シンガポール、マレーシア他

(3）その他 … ヨーロッパ、中東、オセアニア他

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（連結会社間の内部売上高を除

く）である。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 463.02円 １株当たり純資産額 463.16円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 10.70円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
10.70円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下通りであ

る。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（１株当たり四半期純利益金額）  

四半期純利益（百万円） 1,210

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,210

期中平均株式数（株） 113,116,231

（潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額）  

四半期純利益調整額（百万円） －

普通株式増加数（株） 25,854

（うち新株予約権（株））　 (25,854)

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　特記事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月６日

株式会社キッツ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栁澤　孝男　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　清吾　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高橋　　守　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キッツ

の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成２０年４月１日か

ら平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キッツ及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、当第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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